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サステナブルレポートとは、サステナビリティを指標に社会課題や環境課題からテーマを選定し、

それらの背景・ソリューション事例・将来への展望などを考察する独自の調査報告書です。

小川電機グループは、全従業員ひとりひとりが本レポートを作成・発信する取組みを行っています。



食料自給率低下、耕作放棄地拡大

2農業従事者が活用しづらい中小規模の農地に施策を

■ 社会課題

● 農林水産省によると、日本のカロリーベース食料自給率は令和2年度に37%であり、昭和40年の73%か

らほぼ半減している。

● 国は、昭和44年に消費が減る米の生産調整を始め、低自給率の作物をつくる転作を推進した。減反のため

に耕作放棄地が拡大したのではないか。

● 基幹的農業従事者は、平成27年175万人から令和3年130万人に、7年で26%減少した。この傾向は、今

後の高齢化によりますます進むことが予測される。

画像/表/グラフ
（ 縦横比はオリジナルから変更NG ）

■ 食料自給率の⻑期的推移

出典：左右ともに農林水産省

画像/表/グラフ
（ 縦横比はオリジナルから変更NG ）

■ 基幹的農業従事者（個人経営体）
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農地を貸したい人に農地バンクで支援

3
耕作放棄地を大幅に減らす、対象地の増加策を考察する

■ 解決事例

● 農林水産省は、平成26年度から耕作放棄地の増加を問題視して、中立な立場で円滑に農地の貸し借りを進める

方針目標をたて、貸付けを希望する農地の情報を集約・提供して貸借を促進する制度＝農地バンクを始めた。

● 貸し手が小面積・多人数であっても、農地バンクを通せば、借り手は農地バンクのみの交渉で済む。

● 農地を貸しに出さない意向の地主に対してはアプローチが難しく、借り手が借りたくても農地バンクでも交渉

すら出来ない事象があるのではないか。

画像/表/グラフ
（ 縦横比はオリジナルから変更NG ）

■ 耕作放棄地の面積とその推移

画像/表/グラフ
（ 縦横比はオリジナルから変更NG ）
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■ 農地バンク（農地中間管理機構）■ 耕作放棄地の面積とその推移

出典：農業ジョブ（農業水産省「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」、「農林業センサス」、「耕地及び作付面積統計」）



縛るだけでなく、就農を推す新しいルールづくりへ

4自国で作られる食材を食べる社会へ

■ 企業展望

● 農地を耕作を目的として賃借や使用貸借による権利設定をする場合、農地法第3条許可申請が必要となる。農

業委員会を通さなければならず、相対ではトラブルが多い為にハードルとなる。

● 特に地方では、少なからず固定資産税や手入れの負担がかかる貸し手のメリットを生むために、借り手が作物

を一部返すような耕作拡大の例もある。

● マッチングサービスの多様化と法改正への働きかけが農業を活性化させるだろう。また、日本人の体質や自然

に合った食事で、自給率の改善に繋げられるなのではないか。

画像/表/グラフ
（ 縦横比はオリジナルから変更NG ）

出典：農地コンシェルジュ 出典：農林水産省

画像/表/グラフ
（ 縦横比はオリジナルから変更NG ）

■ 食事のメニューの栄養と食料自給率
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■ 農地法第3条の許可を得る5つの必要要件



■ サステナブルレポートに関するお問い合わせ先

● 本レポートに掲載された内容は作成日における情報に基づくものであり、予告なしに変更される場合があります。

● 本レポートに掲載された情報の正確性・信頼性・完全性・妥 当性・適合性について、いかなる表明・保証をするものではなく、一切の責任又は義務を負わないものとします。

● 本レポートの配信に関して閲覧した方が本レポートを利用したこと又は本レポートに依拠したことによる直接・間接の損失や逸失 利益及び損害を含むいかなる結果についても責任を負いません。

● 本レポートに関する知的所有権は小川電機株式会社に帰属し、許可なく複製、転写、引用等を行うことを禁じます。
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